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論文内容の要旨
本論文は，日輯両ドlにおける企業経営方式の呉|日jを，単なる諸制度面での比較に留めず，それぞれに独
自の社会文化的な性格をもっ経営編成原理に踏こ込んで.両者の本質的な位帽の相違点を明らかにするた
めに，社会学的な観点、かに実証的な比較分析と理論的な考楽を試みたものである。
まず，序論・研究目的投び研究意義では，経営方式のゆくえに関する収けん初論と分岐論がある中で.
日韓両国における経営編成原理の本質的な相違点を証明することにより.後者を支持する研究の意凶を打
ち出している。経営編成原理が，両開における同街の歴史と文化に根差しているとの見方からである。
第1章. f日本的経営J論の再考では.形態面に限れば， 1日本的」とされる集団主義的経常β式が.
韓国にも見られることを論証してb喝。従来，いわゆる 18本的経営J方式の特徴は.終身雇用制・年功
賃金制・企業}j1)組合のいわれる 1-.種の神品Jにあるとされてきたが，批判的検討の上.これらの要素は
すべて韓lAlの経営にも備わっていることが.明らかにされている。
ただし論者の意図は，両国共通の経営形態を強調することにはなしこのような制度面や形態 kの表
見的な共通性の底にある。社会文化的な実質面における両国の相違点の比較を試みることにあるo 日韓の
経営における真の相違点は，その実質的な運用方式において，日本では労使協調的であるのに対し，韓凶
では労使葛藤的であることに存していると見られる。すなわち，両同に固有の社会文化的相違は.制度商
にではなく，人びとの社会意識面にこそ表れていると強調されている。
第2章・「集団主義」論の限界では， 1日木的経営」の経営編成原理とされてきた，集団主義経営論の
論理構成の単純さの限界について批判的な検討が加えられる。「集団主義」論は， 日本の経包・方-式を単に
欧米のそれと比較しただけり帰結であり，結局.1個人主義」対「集問主義」という大まかな対比のなか
で，同本の経営特質を論じるに留まったと批判される。
このような批判にすーって，論者は$らに，日本の経営の真の特徴は， I同じく「集団主義」経営である韓
国の経営実質との比較を通じてこそ明らかにすることができるという考えに導かれる。そこで，次いで実
証的な事例データに即した考察が進められていく。
第3草.tJ韓における経営編成原理の事例研究1-雇用リストラを中心にーでは. (1本と韓国の研究フィー
ルドとして，両国の代表的企業である(株)日立製作所と(株)現代(ヒョンデ)とを取り上げ，両事例
のデータに即しながら，終身原岡制の実際の運用を見るべく，あえて雇用リストラに焦点、を絞って，その
実態を追究している。経営危機に際して，どのような雇用リストラ方式がとられているかという点にこだ
わって， 日韓の経営H式の動態的かっ実質由.で、の比較的な分析が試みられた。
両国の事例の探求を通じて，次のような両者の相還点が見IHされたとされる。まず， I両国とも終身雇用
型の雇用リストラである点では共通だが， I::f本の企業では，出向・転属・一ー時帰休などが中心であるのに
対し，韓国の企業の場合には，名誉退職や前進配置などが中心となっている点で畑違が見られる。さらに
大きな相違点としては. I::f本の場合の出向・転属が.各系列企業聞で行われる企業間雇用 1)ストラであり，
韓|司の名誉退職・前進配置は，各系列の個別企業内で行われる企業内雇用リストラであることが挙げ‘られ
るω このことから，日本の企業問票用リストラが会社を中心とした考え方を，企業内雇用リストラが会社
よりも会社構成員としての個人に重点を置く考え方を表しているという帰結が導き出される。
第4章・日韓における経百編成原理の事例研究H一目立労組と現代総連を中心にーでは，令章と同じく，
労働組合の制度面の形態的特徴ではなく，組合活動という動態而に焦点を合わせて企業別組合の実態を解
明するために，分析と考察が進められるc
その結果，日本の労組の場合には，従業員のための企業内活動がほとんどを占めているのに対し，韓国
労組の方は，労働者階級全体の権益のための企業外活動が主流をなしているという相違点指摘される。
こうした傾向のの違いは，企業を越えた地域社会レベルの活動においても.等しく認められると見られ
ている。すなわち.日本の労組の場合には，労使協調型の社会風土のなかで，いわゆる「企業城下町」が
形成され.組合出身議員が企業中心の政治活動を行っているのに対し韓国では労使対決路線がとられて
いて.I企業城下町jのような労使休:の地域社会が生まれる余地はほとんどない。
これを要するに，円本の組合の企業内活動中心型は，他の何よりも会社を重視する考え方を，韓国の労
組の企業外活動中心型は，会社よりも労働者個人を重視する考え方を示していると考えられる。
第5章・《会社重視型集団主義対個人重視型集団主義}モデルの提唱では，経営理念および経営者と労
働者の意識， とりわけで会社に対する認識態度が取り上げられ.日韓両国を比較する考察が加えられる。
経営理念に関しては，同じく「集団キー義」経営でありながら，日本では「和」が尊重されるのに対し，
韓国の方では実体的に「個Jが重視されている事実に注意が向けられる。それを経常者と労働者の会社に
対する認識態度に置き直してみると， !:I本では会社が個人より優位に置かれているのに対して，韓国にお
いては会社よりる偶人が優位に置かれていることを意味していると考えられる。
労働者の意識面では，日本とは異なり，韓国においては.一生涯同 Fの企業に勤務することは，むしろ
本人の能力のなさを表わすものとしてあまり評価されないことなどが指摘され，日韓では同じく「集団主
義」経営方式を採用していながら，その内実が相当に異なっていると論じられる。
以上を総括して論者は，日本の経営編成原理を f会社重視型集団主義J.韓国におけるそれを「個人重
視型集団主義」と規定し両者の性格の実質的な違いを浮き彫りにしている。
さらに，日韓両国におけるこのような性質を異にする経営編成原理の歴史文化的な源流抗日本の「家」
と韓国の「門中(ムンジι ン)Jの組織原開.および震用者と被雇用者(奉公人，モスム)との関係に求
められてゆく。
日本の家組織における奉公人の論理は，絶対的な「忠」であり，その絶対的な奉公の対象は，雇用者で
ある主君あるいは親方ではなくて， f家」そのものであった。このような「お家主義」の歴史文化的な伝
統によって「会社重視型集団主義」という日本の経営編成原理が形成されたと考察されている。
..H.韓国の門中組織における被雇用者であるモスムの論理は，道徳的な「孝」であり，血縁および身
分的な制限のために，門中の構成員として受け入れられなかったモスムには，その代わりに移動の臼由が
あった。現代の韓国企業と門中組織とを同一慢することは当然できないが，門中における雇同者と被雇用
者とのこの関係は，現代企業の経営者と労働者との相互意識，および会社との関係性なと、に受け継がれて
いると論者は考える。斡.国の企業経常における I個人重視型集問主義」は，このような歴史文化的な背景
のなかで形成されたと，考察されている。
結論・アジア経常論の新たな視点に向けてでは，欧米中心の吹場に立てば同じように見えるアジア諸国
_. J祁ー
の経営編成原理も，実際にはかなり多棟であるという観点、から，アジア諸国における経営編成原理の今後
の研究は.文化的な伝統との密接な関連性のもとに展開されていく必要が為るとの結論が下されているぐ
そして今後の展望として，各l吋それぞれの歴史文化を踏まえた上で行われる研究こそが.21世紀の「共
生の時代」における望ましい経営論のあり方ではないかと問題挺起して，本論文は結ばれている。
論文審査結果の要旨
本論文が，形態的な経営制度出での比較に留めず，その実際的な運同に関わる労使当事者の社会意識面
の相違に踏み込んで実証:的な比較分析と理論的な考察を重ねた，その基本的な着眼点、や研究姿勢はたいへ
ん優れていると評価することができる。
具体的には.I雇用リストラ lという終身雇用制度の実際的運用という動態面に着目し，.1M京とソウル
Jこ長期滞在して実施した，実証研究の努力は大いに多とされてしかるべきである。
また，日韓の~業社会の現実を観察することによって得られた，労使対決的な韓国の場合とはあまりに
も対照的な，円本企業に見られる労使協調的な社会風土の指摘は，十分に考慮するに値する重要な問題の
指摘と言わなくてはならない。その意味で，日本の経営社会学における初めての問題提起として評価する
に足る内容をもっている。
帰結部分である第5章において提起されている概念枠組は，意欲的にして斬新な試みであると認定する
ことが可能である。ただ，それまでに折角着実に理論的な批判的考察と実地観察の努力とを重ねていなが
ら.概念構成の仕方に若干の問題点を残しているのがやや惜しまれる。しかし部分的に指摘されうる問題
点弘今後の研究課題として克服可能であり，本論文の基本的な価値をいさ怠かも損なうものではなL、。
以上のごとし本論文は，確聞とした視点にもとづいて，長年にわたって考察の努力を傾け，一見額似
しているかに見える日韓両国の経営方式の慕礎にある歴史・社会・文化的な特質の違いについて比較分析
を試みた. きわめて意欲的な労作である。本論文を仕上げるまでに，論者は先行する多くの諸研究の批判
的な検討を十分にはたしその上に立って，少なからぬ困難を克服しながら，円韓両国にわたる実証研究
に取り組み，理論との整合性に苦心を図りつつ，首尾一貫した論旨を展開することに成功したc
以上の所見により.本論文は，大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値すると認められるの
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